（別紙３号様式）
共 同 研 究 契 約 書
国立大学法人京都大学（以下、「甲」という。）と●●●●（以下、「乙」という。）とは、以下の研究実施細目（以下、「本細目」という。）に掲げる共同研究（以下、「本共同研究」という。）の実施に関し、以下のとおり契約（以下、「本契約」という。）を締結する。
研究実施細目

	１．研究題目
	

	２．研究目的・内容
	

	３．研究担当者

（注１、注２、注３）
	区分
	氏名
	所属・職名
	役割分担

	
	甲
	
	
	

	
	乙
	
	
	

	
	備考
	（注１）甲の研究代表者には、氏名の後ろに※印を付すこと。

（注２）民間等共同研究員には、氏名の後ろに◎印を付すこと。

（注３）学生を記載しないこと。第５条を参照。

	４．研究期間
	令和●●年●●月●●日から令和●●年●●月●●日まで

	５．研究実施場所
	

	６．研究経費

（注４）
	区分
	甲
	乙

	
	直接経費
	円
	円

	
	産官学連携推進経費
	
	円

	
	研究料
	
	円

	
	合計
	円
	円

	
	備考
	（注４）消費税額・地方消費税額を含む金額を記入すること。

	７．情報公開

（注５）
	乙において情報の非公開を希望する項目：

	
	　□社名
	□研究題目
	□大学研究者名
	□研究経費額

	
	備考
	（注５）乙において非公開を希望する項目には、☑マークを付すこと。当該項目については、自主的な公開の対象にはなりませんが、情報公開請求を受けた場合は、関係法令に基づき開示が避けられないことがあります。


（次頁に続く）

	８．期間関係
	第１３条関係
	①　最終報告書を作成する期限

	
	
	　本共同研究の終了日の翌日から起算して３０日以内

	
	第１４条関係
	②　発表等を行う場合に予告通知を行うことが求められる期間

	
	
	　発表等が以下の期間中に行われる場合：

　（イ）共同研究の開始後、共同研究が終了するまでの期間；及び

　（ロ）共同研究の終了日の翌日から起算して６ヶ月間

	
	
	③　発表等の予告通知を行うタイミング

	
	
	　予定日の３０日前。なお、予定日には、学会での発表の場合は発表要旨の提出日が、学術誌への論文掲載の場合は投稿日が含まれる。

	
	
	④　発表等の予告通知を受けた相手方が発表等について内容修正又は延期を請求することのできる期間

	
	
	　予告通知の日後１５日間

	
	第１条、
第２５条関係
	⑤　自己の秘密情報を口頭で相手方に開示した場合に、その内容を事後的に確認する書面又は電子媒体を相手方に交付する期限

	
	
	　口頭開示後１５日以内

	
	
	⑥　相手方の秘密情報を秘密に保持しなければならない期間

	
	
	　（イ）共同研究の開始後、共同研究が終了するまでの期間；及び

　（ロ）共同研究の終了日の翌日から起算して３年間


（以下、余白）

（定義）
第１条　本契約において、以下の各号に掲げる用語の意味は、当該各号に定めるところによる。
　　（１）「本研究成果」とは、本共同研究において得られた、発明、考案、意匠、プログラム等（本条第６号に定義される。）、技術情報（データを含む。以下、同じ。）、研究成果有体物（本条第７号に定義される。）等の技術的成果をいう。
　　（２）「本研究担当者等」とは、第４条第１項又は第４項の規定に従い研究担当者若しくは研究協力者として本共同研究に参加する者をいう。

　　（３）「本研究経費」とは、本細目第６項に掲げる直接経費、産官学連携推進経費及び研究料をいう。

　　（４）「知的財産権」とは、以下に掲げるものをいう。
　　　　　（イ）特許法（昭和３４年法律第１２１号）に規定する特許権、実用新案法（昭和３４年法律第１２３号）に規定する実用新案権、意匠法（昭和３４年法律第１２５号）に規定する意匠権、半導体集積回路の回路配置に関する法律（昭和６０年法律第４３号）に規定する回路配置利用権、及び種苗法（平成１０年法律第８３号）に規定する育成者権
　　　　　（ロ）特許法に規定する特許を受ける権利、実用新案法に規定する実用新案登録を受ける権利、意匠法に規定する意匠登録を受ける権利、回路配置利用権の設定の登録を受ける権利、及び品種登録を受ける権利
　　　　　（ハ）著作権法（昭和４５年法律第４８号）に規定するプログラム等の著作権
　　　　　（ニ）日本国外における本号（イ）、（ロ）及び（ハ）に掲げる各権利に相当する権利
　　（５）「発明等」とは、知的財産権の対象となるものをいい、例えば、特許権にあっては発明、意匠権にあっては意匠、著作権にあってはプログラム等をいう。
　　（６）「プログラム等」とは、プログラムの著作物、データベースの著作物又はデジタルコンテンツの著作物をいう。
　　（７）「研究成果有体物」とは、研究の結果として又は研究の過程において創作、抽出若しくは取得された研究試料（例えば、遺伝子、細胞、微生物、化合物、抽出物、実験動物、タンパク質等の生成成分等を含む。）、試作品又は実験装置等であって、学術的、技術的又は財産的価値を有するものをいう。
　　（８）「本ノウハウ」とは、秘匿することが可能であって、かつ財産的価値を有する技術情報のうち、第２２条の規定に従い指定されたものをいう。

　　（９）「特許権等」とは、特許を受ける権利及び当該特許を受ける権利に基づき取得される特許権をいう。
　（１０）特許権等の「出願等」とは、特許権の取得（特許出願のほか、特許庁に対する出願審査の請求及び拒絶理由の通知への応答等を含む。）、維持及び保全をいう。
　（１１）特許権等の「出願等費用」とは、特許権等の出願等に要する費用であって、特許庁、裁判所等の機関又は甲及び乙のいずれにも所属しない弁理士等の外部専門家に対し支払われるものをいう。

　（１２）「共有に係る特許権等」とは、第１６条第２項の規定により甲及び乙の共有とされる特許権等をいう。ただし、同条第４項の規定により甲又は乙の単独所有に係る特許権等（本条第１３号に定義される。）となったものを除く。
　（１３）甲又は乙の「単独所有に係る特許権等」とは、第１６条第３項又は第４項（第１８条第１項第１号の規定に基づく場合を含む。）の規定により甲又は乙の単独所有とされる特許権等をいう。
　（１４）乙の「子会社」とは、乙が５０％超の議決権を有する等、会社法（平成１７年法律第８６号）の規定に基づき乙の子会社と認められる日本国内外の法人をいう。ただし、当該法人は、本契約上、本号に定める定義に該当する限りにおいて、乙の子会社とみなされるものとする。
　（１５）「本秘密情報」とは、本契約の一方の当事者（以下、「本受領者」という。）が本共同研究の実施に当たり本契約の他方の当事者（以下、「本開示者」という。）より開示を受けた情報であって、以下のいずれかに該当するものをいう。

　　　　　（イ）書面又は電子媒体により開示された場合にあっては、当該開示が秘密又はこれと同等の表示がなされた上でなされたもの

　　　　　（ロ）口頭で開示された場合にあっては、当該開示の前又は当該開示の際に秘密である旨が告知され、かつ当該開示後本細目第８項⑤に掲げる期間内に書面又は電子媒体によりその内容が確認されたもの

（共同研究の実施）
第２条　甲及び乙は、本契約に基づき、本共同研究を実施する。
２　甲及び乙は、相互に、適宜本共同研究の進捗状況を報告するものとする。
（研究期間）
第３条　本共同研究の研究期間は、本細目第４項に掲げるとおりとする。ただし、第１１条の規定により延長されたときは、この限りでない。
２　前項の規定にかかわらず、本共同研究は、研究期間満了のほか、以下の各号のいずれかの事由が生じたときは、当該各号に定める日をもって終了する。

　　（１）本共同研究が研究期間満了前に完了したことを甲及び乙で書面により確認したとき　当該完了の日
　　（２）本共同研究が第１１条の規定により研究期間満了前に中止されたとき　当該中止の日
　　（３）本共同研究を研究期間満了前に終了させることを甲及び乙が書面にて合意したとき　当該合意した終了日
（共同研究に従事する者）
第４条　甲及び乙は、それぞれ、自己に所属する者のうち本細目第３項に掲げる者を研究担当者として本共同研究に参加させるものとする。
２　甲は、本細目第３項に掲げるとおり、乙の本研究担当者等のうち甲の研究実施場所において本共同研究に従事させる者を民間等共同研究員として受け入れるものとする。
３　甲は、事前に乙の同意を得た上で、甲の本研究担当者等を乙の研究実施場所において本共同研究に従事させることができる。

４　甲及び乙は、それぞれ、事前に相手方の同意を得た上で、自己に所属する者であって、本細目第３項に掲げる者以外の者を新たに研究担当者又は研究協力者として本共同研究に参加させることができる。なお、甲及び乙は、相手方より当該同意を求められたときは、正当な理由なく、当該同意を留保しないものとする。
（第三者の参加）
第５条　甲及び乙は、本共同研究の実施に当たり、甲及び乙のいずれにも所属しない第三者（甲の学生を含む。）の参加が必要と考えたときは、甲乙合意の上で、その者を研究協力者として本共同研究に参加させることができる。
（研究経費の負担）
第６条　甲及び乙は、それぞれ、本細目第６項に掲げるところに従い、本研究経費を負担する。
（研究経費の納入）
第７条　乙は、前条の規定に基づき、甲に対し、乙の区分に係る本研究経費を、甲より発行される請求書により、当該請求書に定める入金期日までに納入するものとする。
２　乙は、前項に定めるところに従い所定の入金期日までに本研究経費を納入しないときは、入金期日の翌日から入金の日までの日数に応じ、未納額に年５％の割合で計算した延滞金を納入しなければならない。
（経理）
第８条　前条の本研究経費の経理は、甲が行う。
２　乙は、合理的必要性が認められるときは、その範囲において、甲に対し、前条の本研究経費に係る経理書類の閲覧又は謄写を申し出ることができ、乙より当該申し出があったときは、甲は、これに応じなければならない。ただし、当該経理書類の閲覧又は謄写により第三者の情報を開示することになるときは、甲は、乙に対しその理由を示した上で、該当部分の閲覧及び謄写を拒むことができる。
（研究経費により取得された設備等の帰属）
第９条　甲が本研究経費を用いて本共同研究のために取得した設備等は、甲に帰属するものとする。
（施設及び設備の提供等）
第１０条　乙は、本共同研究の用に供するため、甲に対し、別途甲乙間で合意した乙の設備を無償で提供するものとし、甲は、本共同研究のために当該設備を使用することができる。なお、甲は、乙から受け入れた当該設備について、据付完了の時から返還に係る作業が開始される時まで善良なる管理者の注意義務をもってその管理にあたるものとする。
２　前項に定める設備の搬入及び据付けその他受入れに要する費用は、乙がすべて負担する。
（研究の中止又は研究期間の延長）
第１１条　甲及び乙は、天災その他やむを得ない事由があるときは、相手方と協議した上で、本共同研究を中止し、又は当該協議により相手方との間で合意した場合には本共同研究の研究期間を延長することができる。この場合において、甲及び乙は、相手方に対し、その責めを負わないものとする。
２　甲は、甲の本研究担当者等の退職又は他機関への異動により、本共同研究の実施の継続が困難になったと認められるときは、乙と協議した上で、本共同研究を中止することができる。この場合において、甲は、乙に対し、その責めを負わないものとする。
３　甲及び乙は、本共同研究の研究期間の延長により、第７条第１項の規定により乙から甲に対し納入された本研究経費に不足が生じ、又は不足が生じるおそれがあるときは、本共同研究の継続の可否について協議するものとする。この場合において、乙が、当該不足額の追加負担をしないときは、甲は、乙との協議の結果を踏まえ、本共同研究を中止することができる。
（研究の終了に伴う研究経費等の返還）
第１２条　本共同研究が終了した場合において、第７条第１項の規定により乙から甲に対し納入された本研究経費（研究料を除く。）の額に不用が生じているときは、乙は、甲に対し、当該不用額の報告及び返還を請求することができ、当該請求があったときは、甲は、これに応じるものとする。
２　前項の規定は、前条第１項又は第３項の規定に基づく協議の結果に基づき乙から甲に対し本研究経費の追加納入がなされた場合に準用する。
３　本共同研究が終了したときは、甲は、乙に対し、第１０条第１項の規定により乙から受け入れた設備を当該終了の時点の状態で返還するものとする。当該設備の撤去及び搬出その他返還に要する費用は、乙がすべて負担する。
（報告書の作成）
第１３条　甲及び乙は、本共同研究の終了時までに相手方が希望したときは、本研究成果を確認するため、協力して、当該終了後本細目第８項①に掲げる期間内に、本研究成果を取り纏めた報告書を作成する。なお、当該報告書の様式は、甲及び乙が別途協議し定めるところによる。
（研究成果の公表）
第１４条　甲は、その学術的使命に従い、本研究成果の発表又は公開若しくは公表（以下、本項において「学術発表」という。）を行うことができる。ただし、学術発表は、以下の各号に定めるところに従い行われるものとする。
　　（１）甲は、第２２条及び第２５条に定める本ノウハウ及び乙の本秘密情報についての秘密保持の義務を遵守した上で、学術発表を行うものとする。
　　（２）甲は、乙に対し、学術発表の予定日前の本細目第８項③に掲げる期日までに書面にてその内容を付して通知するものとする。乙は、予定されている当該学術発表の内容に本ノウハウ又は乙の本秘密情報が含まれていると判断したときは、その該当する部分について、当該通知後本細目第８項④に掲げる期間内に、甲に対し、合理的な内容修正又は合理的な期間の学術発表延期を求めることができる。乙より当該求めがあったときは、甲は、乙と協議の上対応するものとする。
　　（３）前号の規定は、学術発表が本細目第８項②に掲げる期間中に行われる場合に適用される。ただし、甲及び乙は、書面による合意の上で、当該期間を延長し、又は短縮することができる。
２　乙は、甲と協議した上で、本研究成果の発表又は公開若しくは公表を行うことができる。ただし、当該甲との協議は、前項第３号に定める期間中、要するものとし、当該発表又は公開若しくは公表は、第２２条及び第２５条に定める本ノウハウ及び甲の本秘密情報についての秘密保持の義務を遵守した上で、行われるものとする。
３　甲及び乙は、事前に書面による相手方の同意を得たときは、本研究成果の発表又は公開若しくは公表を行う際に、当該本研究成果が本共同研究において得られたものである旨を表示することができる。
（発明の通知）
第１５条　甲及び乙は、本共同研究において発明が生じたときは、速やかに、相手方に対し、その内容を付して通知しなければならない。
（特許権等の帰属）
第１６条　本共同研究において生じた発明に係る特許権等の甲の持分は、甲の内部規程に従い、甲又は発明者たる甲の本研究担当者等に帰属するものとする。
２　甲の本研究担当者等及び乙の本研究担当者等が本共同研究において共同で発明を行ったとき（甲が当該発明に係る特許権等について第１項の規定により当該自己の本研究担当者等よりその持分をすべて承継した場合に限る。）は、当該特許権等は、甲及び乙の共有とする。
３　甲又は乙の本研究担当者等が本共同研究において単独で発明を行ったとき（甲にあっては、甲が第１項の規定により当該甲の本研究担当者等より当該発明に係る特許権等をすべて承継した場合に限る。）は、当該特許権等は、当該甲又は乙の単独所有とする。
４　甲及び乙のいずれかが共有に係る特許権等について自己の持分を放棄し、又は相手方に対し自己の持分を譲渡したときは、当該共有に係る特許権等は、以後、相手方の単独所有に係る特許権等として取り扱われるものとする。

５　第１項の規定により特許権等の甲の持分が発明者たる甲の本研究担当者等に帰属することとなったときは、当該特許権等の取扱いは、当該甲の本研究担当者等及び乙の間で協議し定めるものとする。
（特許権等の出願等）

第１７条　甲及び乙は、共有に係る特許権等について共同で出願等を行うときは、それぞれの持分を協議して定めた上で、別途締結する共同出願契約に従って行う。
２　甲及び乙は、それぞれ、自己の単独所有に係る特許権等について、自己の裁量において出願等を行うことができる。ただし、甲及び乙は、その出願の前に、自己の本研究担当者等が単独で当該発明を行ったことについて、相手方の確認を得るものとし、当該確認を求められた甲又は乙は、遅滞なく対応するものとする。

（共有に係る特許権等についての企業による実施）
第１８条　乙は、共有に係る特許権等の取扱いについて、その出願前に、甲に対する書面による通知により以下の各号のうちいずれか一つを選択するものとする。
　　（有償譲受）
　　（１）甲及び乙が合意をしたときは、乙は、甲より有償でその持分の譲渡を受け、以後、甲及び乙は、第１６条第４項の規定に基づき、乙の単独所有に係る特許権等として取り扱う。なお、当該譲渡は、乙の求めに応じ、乙が指定する第三者に対し行うことができる。

　　（独占的実施）
　　（２）共同で出願し、以下の条件の下で、乙は、甲が第三者に対し実施の許諾を行わず、乙のみが独占的に実施する権利を有する。なお、乙の子会社による実施及び乙又は乙の子会社の事業のためにする第三者による製造（乙又は乙の子会社が納入（部材購入による場合を含む。）を受ける範囲での製造に限る。）は、乙の実施として取り扱われる。
　　　　　（イ）出願等費用は、乙がすべて負担する。
　　　　　（ロ）乙は、甲に対し、甲乙間で別途協議し合意した対価を支払う。
　　　　　（ハ）乙は、甲の同意を得ることなく、第三者に対し、非独占的な実施の許諾を行うことができる。なお、乙は、金銭以外の対価で許諾を行うときは、事前に書面による甲の同意を得るものとする。
　　　　　（ニ）第三者に対する実施許諾に係る対価は、甲及び乙に対し、当該共有に係る特許権等のそれぞれの持分に応じて配分される。

　　（非独占的実施）
　　（３）共同で出願し、以下の条件の下で、乙は、非独占的に実施する権利を有し、甲は、乙の同意を得ることなく、第三者に対し、非独占的な実施の許諾を行うことができる。ただし、甲は、当該許諾を行うに当たっては、乙の意見を事前に聴取の上、これを斟酌するものとする。なお、乙の子会社による実施及び乙又は乙の子会社の事業のためにする第三者による製造（乙又は乙の子会社が納入（部材購入による場合を含む。）を受ける範囲での製造に限る。）は、乙の実施として取り扱われる。
　　　　　（イ）出願等費用は、乙がすべて負担する。
　　　　　（ロ）乙は、甲に対し対価を支払うことなく、実施をすることができる。
　　　　　（ハ）乙は、甲の同意を得ることなく、第三者に対し、非独占的な実施の許諾を行うことができる。なお、乙は、金銭以外の対価で許諾を行うときは、事前に書面による甲の同意を得るものとする。
　　　　　（ニ）第三者に対する実施許諾に係る対価は、甲及び乙に対し、当該共有に係る特許権等のそれぞれの持分に応じて配分される。

２　乙は、前項の規定に基づき自己が行った選択について、事前に書面による甲の同意を得た上で、同項に定める他の選択に変更することができる。ただし、甲は、乙より当該同意を求められたときは、正当な理由なく、当該同意を留保しないものとする。なお、当該変更がなされたときは、当該変更後の選択につき同項に定める条件が適用される。
３　乙が共有に係る特許権等について第１項第２号の選択をしている場合において、その出願の日から５年（乙が前項の規定に基づき第１項第２号の選択に変更した場合にあっては、当該変更の日から３年）が経過した以後においてその実施が正当な理由なくなされていないと甲が判断したときは、甲は、乙に対し書面によりその旨を通知した上で、以後、同号の規定にかかわらず、当該共有に係る特許権等について、乙の同意を得ることなく、第三者に対し、実施の許諾を行うことができるものとし、当該通知後は、同項第３号の条件が適用されるものとする。ただし、甲は、正当な理由があるか否かについて判断するに当たっては、乙の意見を事前に聴取の上、これを斟酌するものとする。

（特許権等についての大学による教育研究目的での実施）

第１９条　甲は、本共同研究において生じた発明に係る特許権等について、第１４条、第２２条及び第２５条に定める義務を遵守の上で、教育又は研究の目的で、無償かつ非独占的に実施することができるものとし、甲の本研究担当者等の、教育又は研究を主たる目的とする大学若しくは政府系研究機関等での実施についても、同様とする。
（日本国外における特許出願及び実施等の取扱い）
第２０条　第１６条乃至前条の規定は、本共同研究において生じた発明の、日本国以外の国における特許権等に相当する権利の取扱いに対しても、同様に適用される。ただし、第１８条の規定については、乙が当該国への出願を希望した場合に限る。
（その他の知的財産権の取扱い）
第２１条　第１５条乃至前条の規定は、本共同研究において生じた発明等に係る知的財産権（特許権等及びプログラム等の著作権を除く。）の取扱いに準用する。なお、プログラム等の著作権の取扱いは、第２３条の規定による。
（ノウハウの指定）
第２２条　甲及び乙は、本研究成果のうち本ノウハウとするものについて、速やかに、協議の上、書面による合意によりその対象を指定するものとする。この場合において、甲及び乙は、当該指定の際に、併せて、秘匿すべき期間及び使用条件を定めるものとする。
２　甲及び乙は、本ノウハウについて、その秘匿期間中、その秘密を保持するものとする。

３　甲及び乙は、合理的必要性が認められるときは、書面による合意の上で、本ノウハウの秘匿期間を延長し、又は短縮することができる。
４　本ノウハウの取扱いは、前各項に定めるほかは、第２５条（第２項、第３項及び第７項を除く。）に定める本秘密情報の取扱いに準じる。

（プログラム等及び研究成果有体物の取扱い）
第２３条　本共同研究の実施に当たり甲及び乙のいずれかより相手方に対しプログラム等が提供される場合又はプログラム等が本研究成果として得られた場合における、当該プログラム等の著作権の帰属及び実施その他の取扱いは、別途甲乙間で書面にて確認する。なお、本項にいう実施には、当該プログラム等をコンピュータ等において使用する行為が含まれる。
２　本共同研究の実施に当たり甲及び乙のいずれかより相手方に対し研究成果有体物が提供される場合又は研究成果有体物が本研究成果として得られた場合における、当該研究成果有体物の所有権の帰属及び使用その他の取扱いは、別途甲乙間で書面にて確認する。
（知的財産関係業務の委託）
第２４条　甲は、第１５条乃至前条に定める事項に関する業務の全部又は一部について、甲が指定する、ＴＬＯ等の第三者に委託することができる。ただし、この場合において、甲は、当該第三者に本契約の条件を遵守させるものとする。
（秘密保持）
第２５条　本受領者は、本秘密情報について、その秘密を保持するものとし、事前に書面による本開示者の同意を得ることなく、第三者に対し本秘密情報を開示又は漏洩してはならない。なお、本項にいう第三者には、本受領者の本研究担当者等のほか、本契約の目的のために本秘密情報を知る必要のある本受領者のその他の役員又は従業員であって、その所属を離れた後も含めて本条において本受領者が負っていると同等の義務を負うことに同意している者は、含まれない。
２　本受領者は、本開示者との間で別段の合意がある場合を除き、本秘密情報を本契約の目的以外に使用してはならない。
３　本受領者は、本共同研究が終了した場合において、本開示者より求めがあったときは、当該求めに応じ、本秘密情報を含む文書、電子媒体その他の有体物（いずれについても、複製がなされた場合は、当該複製物を含む。）を、遅滞なく本開示者に返還し、又は廃棄するものとする。なお、本開示者は、合理的必要性が認められるときは、本共同研究の研究期間中においても当該求めをすることができる。
４　第１項の規定にかかわらず、本受領者は、本契約における自己の権利を行使し、又は自己の義務を履行するために合理的に必要であるときは、以下に定める第三者に対し、本秘密情報を相当な範囲で開示することができる。ただし、この場合において、本受領者は、本条において自己が負っていると同等の義務が当該第三者において遵守されるよう、事前に当該第三者の同意を得るものとする。

　　（１）本受領者が甲であるとき　甲が前条に定める委託をした第三者
　　（２）本受領者が乙であるとき　乙の子会社

５　本受領者は、法令により開示が義務付けられているとき、又は主務官庁若しくは裁判所その他の公的機関より法令に基づき開示の請求を受けたときは、第１項の規定にかかわらず、本秘密情報の開示を必要かつ相当な範囲で行うことができる。ただし、本受領者は、本開示者に対し、秘密保護の措置（開示範囲についての協議を含む。）を行う合理的な機会を与えるよう努めるものとする。
６　前各項の規定は、以下の各号のいずれかに該当する情報には適用されないものとする。
　　（１）開示を受けた際、既に本受領者が保有していた情報
　　（２）開示を受けた際、既に公知となっている情報
　　（３）開示を受けた後、本受領者の責めによらずして公知となった情報
　　（４）本秘密情報から除外することにつき、事前に書面による本開示者の同意を得た情報
　　（５）正当な権限を有する第三者より秘密保持義務を負うことなく本受領者が適法に取得した情報
　　（６）本秘密情報によらず、本受領者が独自に開発した情報

７　本条の各規定は、本細目第８項⑥に掲げる期間、有効とする。ただし、甲及び乙は、書面による合意の上で、当該期間を延長し、又は短縮することができる。
（契約の有効期間）
第２６条　本契約は、締結の日にその効力を生じ、本共同研究の終了の日まで有効とする。ただし、本契約が当該終了前に解除されたときは、この限りでない。

２　本契約が終了し、又は解除された場合であっても、本項のほか、第９条（研究経費により取得された設備等の帰属）、第１２条（研究の終了に伴う研究経費等の返還）乃至第２５条（秘密保持）、第２８条（損害の賠償）、第３０条（名義等の使用の禁止）及び第３３条（準拠法及び裁判管轄）の各規定は、当該条項に定める期間が満了し、又は当該条項の対象事項がすべて消滅するまでなお有効に存続する。
（契約の解除）
第２７条　甲及び乙は、相手方が本契約の違反をした場合において、相当の期間を定めて催告をし、当該期間内に是正されないときは、相手方に対する書面による通知をもって、本契約の解除をすることができる。ただし、当該違反がその性質上是正不可能であるときは、催告を要しないものとする。
２　甲及び乙は、以下の各号のいずれかに該当する事由が生じたときは、相手方に対する書面による通知をもって、直ちに本契約の解除をすることができる。
　　（１）相手方が本契約の締結若しくは履行に関し不正又は不当の行為をしたとき

　　（２）相手方が本契約の履行に関し自己の名誉、信用又は評価を損なう行為をしたとき
　　（３）相手方が本契約の履行に関し重大な背信行為をしたとき

　　（４）相手方が監督官庁から営業停止又は営業許可の取消その他本契約の目的に係る事業の継続に影響を与える処分を受けたとき
　　（５）相手方において合併によらない解散の決議があったとき
　　（６）相手方において本契約の目的に係る事業の廃止があったとき

　　（７）相手方が、事前に書面による同意を得ずして、合併又は本契約の目的に係る事業の全部又は一部の譲渡その他本契約上の地位の移転をもたらす行為をしたとき
　　（８）相手方において手形若しくは小切手の不渡りが生じ、又は手形交換所の取引停止処分を受け、若しくは当該処分を受けるべき事由が生じたとき
　　（９）相手方において仮差押、仮処分、強制執行若しくは競売その他これらに類する手続の申立てを受け、若しくは租税公課の滞納が生じ、若しくは租税公課に係る滞納処分を受け、又は当該申立て若しくは処分を受けるべき事由が生じたとき
　（１０）相手方において破産法に基づく破産手続開始、会社更生法に基づく更生手続開始、民事再生法に基づく再生手続開始、若しくは会社法に基づく特別清算開始の申立てを受け、若しくは自ら当該申立てを行い、又は当該開始の決定があったとき
　（１１）前各号に定めるほか、相手方において本契約を継続し難い重大な事由が発生したとき
３　本条に定める解除権の行使は、損害賠償の請求をすることを妨げない。
４　本契約の解除をした甲又は乙は、当該解除により相手方に生じた損害について、賠償する責めを負わないものとする。

（損害の賠償）
第２８条　甲及び乙は、前条第１項及び第２項に掲げるいずれかの事由により相手方に対し損害を与えたときは、自己に故意又は重大な過失がある限りにおいて、その賠償をしなければならない。
（契約譲渡の禁止）

第２９条　甲及び乙は、事前に書面による相手方の同意を得ることなく、第三者に対し、本契約上の地位又は本契約から生じる権利若しくは義務を譲渡してはならない。なお、合併又は本契約の目的に係る事業の全部若しくは一部の譲渡を原因とするか否かを問わない。
（名義等の使用の禁止）

第３０条　甲及び乙は、相手方の名称、略称、マーク、エンブレム、ロゴタイプ、標章等を自社製品の広告の目的その他の営利目的に使用しようとするときは、事前に相手方の同意を得なければならない。なお、相手方の本研究担当者等その他の役員又は従業員の氏名等を使用する場合についても、同様とする。
（法令遵守）

第３１条　甲及び乙は、それぞれ、本契約を履行するに当たり、関係法令等（法令のほか、通達、政府指針、条例等を含む。）を遵守するものとする。
（誠実協議）
第３２条　本契約に定めのない事項について、これを定める必要があるときは、甲乙誠実協議の上、定めるものとする。
（準拠法及び裁判管轄）
第３３条　本契約は、その成立及び効力について日本国の法に準拠するものとし、本契約の解釈及び履行並びに本契約に関して発生する問題の解決は、日本国の法に従ってなされるものとする。
２　本契約に関する訴えは、京都地方裁判所の管轄に専属するものとする。
（以下、余白）

甲及び乙は、本契約の締結を証するため、本書２通を作成し、それぞれ各１通を保管する。
令和●●年●●月●●日

（甲）
京都府京都市左京区吉田本町３６番地１




国立大学法人京都大学





学長
●●　●●




代理人




●●共通事務部長　●●　●●　　印


（乙）
［所在地］



［法人名］




［肩書］　［代表者氏名］　　印
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